
�愛媛県告示第１１４５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

�愛媛県告示第１１４８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

せ ん ば 眼 科 医療法人しんあ
い会

新居浜市前田町８番８号
イオンモール新居浜２階

平成２３年
５月１日

いまおか内科ク
リニック 今 岡 大 也 今治市北高下町二丁目１

番４８号
平成２３年
８月１日

レデイ薬局北高
下店

株式会社レデイ
薬局

今治市北高下町２丁目１
番３号

平成２３年
８月１日

�������
�愛媛県告示第１１４６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により、施術機関を次のように指定した。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

河 野 宏 河 野 宏 伊予郡松前町大字西高柳
３４５

平成２３年
８月１日

一宮町接骨院 小 櫃 清 文 新居浜市一宮町２－１－
４０ 矢野ビル東

平成２３年
８月５日

石 丸 治 療 院 石 丸 洋 上浮穴郡久万高原町上野
尻甲５４４番地２

平成２３年
８月１７日

�������
�愛媛県告示第１１４７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

せ ん ば 眼 科 仙 波 隆 之 新居浜市前田町８番８号
イオンモール新居浜２階

平成２３年
４月３０日

今岡小児内科医
院 今 岡 正 俊 今治市北高下町三丁目４

－６
平成２３年
６月３０日

城戸眼科医院 城 戸 龍 郎 大洲市大洲６１８番地 平成２３年
７月３１日

発 行 愛 媛 県
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介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人西予総合福祉会 西予市宇和町久枝甲１４３４番地
１

軽費老人ホームケアハウスれ
んげ

西予市宇和町久枝甲１４３４番地
１ 平成２３年７月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２３０５号 平成２３年９月２７日

平成２３年９月２７日火曜日 第２３０５号
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�愛媛県告示第１１４９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１５０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

東宇和農業協同組合 西予市宇和町卯之町二丁目４６２
番地

ＪＡ東宇和デイサービス稔の
郷 清沢 西予市宇和町清沢１０４２番地 平成２３年７月１５日

株式会社ハッピーファーマシ
ー 松山市東垣生町４９７番地 ハッピー薬局志津川店 東温市志津川１５８０番地２ 平成２３年７月１５日

今岡 大也 今治市南高下町三丁目３番７９
号 いまおか内科クリニック 今治市北高下町二丁目１番４８

号 平成２３年８月１日

愛媛医療生活協同組合 松山市来住町１０７９番地１２ デイサービスいずみかわ 新居浜市瀬戸町１－２ 平成２３年８月１日

財団法人正光会 宇和島市柿原１２８０番地 小規模多機能ホームだんだん
の里

宇和島市三間町宮野下７４６番
地 平成２３年８月４日

アースサポート株式会社 東京都渋谷区本町一丁目８番
７号 アースサポート新居浜 新居浜市西原町二丁目２番２０１２

号 平成２３年８月１７日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人くりのみ会 四国中央市土居町津根３００８番
地１

居宅介護支援事業所くりのみ
土居

四国中央市土居町津根３００８番
地１ 平成２３年６月１日

有限会社サン・ケアワーク 南宇和郡愛南町城辺甲１９８８番
地

有限会社サン・ケアワーク居
宅介護支援事業所

南宇和郡愛南町城辺甲１９８８番
地 平成２３年８月１０日

合同会社パーソンフッド 新居浜市八幡一丁目１２番１３号 居宅介護支援事業所パーソン
フッド 新居浜市八幡一丁目１２番１３号 平成２３年８月２４日

株式会社よしまる 宇和島市丸穂町一丁目９番３０
号 ＵＴサポート 宇和島市新田町四丁目２番５

号 平成２３年８月３１日

合同会社ソフトケア 新居浜市垣生二丁目５番１９号 ソフトケアにいはま 新居浜市垣生二丁目５番１９号 平成２３年９月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人杏風会 今治市松本町２－６－６ 老人保健施設セントラルケア
ホーム 今治市松本町２－６－６ 平成２３年７月１日

社会福祉法人西予総合福祉会 西予市宇和町久枝甲１４３４番地
１

軽費老人ホームケアハウスれ
んげ

西予市宇和町久枝甲１４３４番地
１ 平成２３年７月１日

東宇和農業協同組合 西予市宇和町卯之町二丁目４６２
番地

ＪＡ東宇和デイサービス稔の
郷 清沢 西予市宇和町清沢１０４２番地 平成２３年７月１５日

株式会社ハッピーファーマシ
ー 松山市東垣生町４９７番地 ハッピー薬局志津川店 東温市志津川１５８０番地２ 平成２３年７月１５日
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�愛媛県告示第１１５１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の名称及び居宅介護事業を行

う事業所の名称が次のように変更された。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１５２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の名称及び介護予防事業を行

う事業所の名称が次のように変更された。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１５３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに休止した旨の届け出があった。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
株式会社アスト

松山市朝生田町４丁目８－２

（変更後）
株式会社アストあっぷるケア
サービス

大洲市東大洲１１６番地 平成２３年６月１４日
（変更前）
株式会社民間救急サービス

（変更前）
株式会社民間救急サービスあっ
ぷるケアサービス

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
株式会社アスト

松山市朝生田町４丁目８－２

（変更後）
株式会社アストあっぷるケア
サービス

大洲市東大洲１１６番地 平成２３年６月１４日
（変更前）
株式会社民間救急サービス

（変更前）
株式会社民間救急サービスあっ
ぷるケアサービス

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

休 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
休 止 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人伊方町社会福祉
協議会

西宇和郡伊方町湊浦１９９５番地
１ 伊方訪問入浴介護事業所 西宇和郡伊方町湊浦８７１番地

２ 平成２３年５月１日

今岡 大也 今治市南高下町三丁目３番７９
号 いまおか内科クリニック 今治市北高下町二丁目１番４８

号 平成２３年８月１日

愛媛医療生活協同組合 松山市来住町１０７９番地１２ デイサービスいずみかわ 新居浜市瀬戸町１－２ 平成２３年８月１日

財団法人正光会 宇和島市柿原１２８０番地 小規模多機能ホームだんだん
の里

宇和島市三間町宮野下７４６番
地 平成２３年８月４日

アースサポート株式会社 東京都渋谷区本町一丁目８番
７号 アースサポート新居浜 新居浜市西原町二丁目２番２０１２

号 平成２３年８月１７日
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�愛媛県告示第１１５４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）から、居宅介護支援事業

を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１５５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに休止した旨の届け出があった。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１５６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項において準用する同法第５１条第１項の規定により、次のとおり指定介護機関（居

宅介護事業者）の辞退があった。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１５７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項において準用する同法第５１条第１項の規定により、次のとおり指定介護機関（介

護予防事業者）の辞退があった。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１５８号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、三島川之江港港湾施設の概要を次のと

おり公示する。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る居宅介護支援事業者を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社悠遊社 松山市余戸南二丁目２４－３８ 株式会社悠遊社小田事業所 喜多郡内子町本川２４２４－１ 平成２３年８月２５日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

休 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
休 止 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人伊方町社会福祉
協議会

西宇和郡伊方町湊浦１９９５番地
１ 伊方訪問入浴介護事業所 西宇和郡伊方町湊浦８７１番地

２ 平成２３年５月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

辞 退 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
辞 退 年 月 日

名 称 所 在 地

いたわり有限会社ＡＩＧ 西条市中西４０４－１ ヘルパーステーションいたわ
り 西条市中西４０４－１ 平成２３年８月３１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

辞 退 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
辞 退 年 月 日

名 称 所 在 地

いたわり有限会社ＡＩＧ 西条市中西４０４－１ ヘルパーステーションいたわ
り 西条市中西４０４－１ 平成２３年８月３１日

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

防 波 堤
四国中央市三島中央一丁

目地先
延長 ２００．００メートル

防 波 堤 同 上 延長 ６７０．１３メートル
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泊 地 同 上
面積 １７７，４１０．００平方メートル

水深 １４．００メートル
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�愛媛県告示第１１５９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２３年１０月１２日（水）午後２時から

２ 場所 松山市北持田町１３２番地

中予地方局 ７階 大会議室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

松山広域都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方

針」の案について

� 案件の概要

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マ

スタープラン）は、一体の都市として整備、開発及び保全すべ

き区域として定められる都市計画区域全域を対象として、愛媛

県が広域的な見地から、長期的視点に立った都市の将来像を明

確にし、その実現に向けた大きな道筋を明らかにするため、区

域区分の有無をはじめとした都市計画の基本的な方針を定めた

ものである。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（松山市、伊予市、

東温市、松前町及び砥部町に在住の人ならびに利害関係者に限

る）は、意見の要旨及びその理由並びに住所氏名を記載した書

面を知事に提出すること。

� 申出の期限

平成２３年１０月４日（火）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問い合わせ先

〒７９０－８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部道路都市局都市計画課

（電話 ０８９－９１２－２７３８）

�愛媛県告示第１１６０号
宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）の規定による行政処

分について、同法第６９条第１項及び同条第２項において準用する同

法第１６条の１５第５項の規定により、公開の聴聞を次のとおり行う。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２３年１０月６日（木） 午前１０時００分

２ 場所 松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館２階公営企業管理局会議室

３ 被聴聞者

� 商号、代表者氏名及び主たる事務所の所在地

株式会社関西建物

代表取締役 延原 妙子

松山市喜与町一丁目５番地１ ケミビル２Ｆ

� 免許証番号

愛媛県知事�第４７１６号
� 免許年月日

平成２０年２月２４日

�������
�愛媛県告示第１１６１号
四国中央市土居町土地改良区から許可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・三郎池下地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、

次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２３年９月２７日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

三郎池下地区）計画書の写し

� 四国中央市土居町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２３年９月２８日から１０月２６日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所 土居庁舎

�愛媛県告示第１１６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川松山線
松山市水泥町７３６番２地先から

同町７９１番まで

旧 ４．５～６．０ ０．１６８

新 １０．４～２０．０ ０．１６８
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�愛媛県告示第１１６３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年９月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公表第２４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年９月２７日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡愛南町僧都２１５４番４から

同町僧都２１５４番２まで
平成２３年９月２７日

〃 〃
南宇和郡愛南町僧都２２５３番４から

同町僧都２１９番３まで
〃

監 査 公 表

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

循 環 型 社 会 推 進 課 平成２２年９月２日

（監査の結果）

代執行費用徴収金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３

（措置の内容）

代執行費用については、責任があると認められる者に対して請求を

行い、資力のある者からの回収に努めてきたところであるが、平成２３

年３月末日現在における収入未済額は、５７，３９３，１８３円となっている。

ついては、代執行費用の４分の３の助成を受けている財団法人産業

廃棄物処理事業振興財団と協議するとともに、愛媛県債権管理推進連

絡会議での検討結果を踏まえ、適切な措置を講じていくこととしてい

る。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成２２年４月９日、
平成２２年８月２６日

（監査の結果）

１ 生活安定資金貸付金償還金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１６年度
及び
１７年度

５８８者 ５０，７１１，６７０

２ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１１年度
及び
１２年度

１者 １３２，０００

３ 授業料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５３５，８００ １８９，６００ ７２５，４００
平成２１年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

２０年度 ２６７，９００ ３１０，５００ ５７８，４００

差引増減 ２６７，９００ △１２０，９００ １４７，０００

（医療技術大学）

（措置の内容）

１ 未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人

へ連絡等を行い、生活状態等の確認や償還督励を実施し、また、行方

不明者についても追跡調査を行うよう要請している。

その結果、平成２１年度末の未収入金５０，７１１，６７０円のうち、平成２２年

度中に１，２７２，８５０円を回収したほか、４５５，８２０円を不納欠損処分し、平

成２２年度末には、前年度より債務者数で１８者減の５７０者、収入未済額

で１，７２８，６７０円減の４８，９８３，０００円となっている。

今後とも借受人等の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権

の整理に努めたい。

２ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金は、受給者が給付規則に反し

て他の修学資金を受給していたため、支給決定時に遡って取り消した

ことにより発生したものであり、平成２１年度末までに、１５６，０００円を

返納し、未収入金は１３２，０００円となっている。

平成２２年度も引き続き地方局を通じ、返納の指導を行った結果、１２，０００

円の納付があったものの、低所得者であることから返納は滞っており、

平成２２年度末現在の未収入金は１２０，０００円となっている。

今後も完納に向けて継続的に指導を行ってまいりたい。

３ 平成２１年１２月３１日時点の収入未済額のうち、平成２１年度現年分（５３５，８００

円）については、地方独立行政法人化前の平成２２年３月末までに全額

納入済みとなっている。

滞納繰越分（１件１８９，６００円）については、地方独立行政法人化に

伴い県の債権として残ったものであるが、これについては、公立大学

法人愛媛県立医療技術大学が県機関であった時（平成１５年度）に発生

したものであることに鑑み、法人の協力を得て、引き続き催告等を行

い、納入に努めることといたしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 害 福 祉 課 平成２２年８月２３日

（監査の結果）

心身障害者扶養共済年金過払金について、適切な債権管理が望まれ

る。
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�公表第２５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年９月２７日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１９年度
及び
２０年度

１者 ３６０，０００

（措置の内容）

県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第３７条の規定に基づき債

権管理簿を調製した。

なお、本人は失業中で財産等もなく、一括返納は困難なことから、

申出により分納扱いとしたが、現在のところ納付の実績はない。

今後も毎月、納付状況を確認し督促するほか、家庭訪問を行い本人

及び親族の状況を把握のうえ、早期の返納を働きかけてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

産 業 政 策 課 平成２２年８月１７日

（監査の結果）

企業立地促進事業費補助金返還金について、適切な債権管理が望ま

れる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００

（措置の内容）

債務者のＡ社は、豚肉の差額関税脱税事件を起こし、国税当局の差

押えを受け、休眠状態となったため未収となっているものであるが、

平成２２年度中には返納がなされなかった。

今後も元社長宅への訪問や弁護士との協議を続けるなど、鋭意、返

還金の回収に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成２２年８月１７日

（監査の結果）

地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、適切な債

権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１１年度～

１８年度
２者 １２１，８００

（措置の内容）

平成２２年７月に、未償還の２名及び連帯保証人に対して償還依頼通

知を送付したが、納入実績は上がっていない。

今後とも、文書通知や電話連絡等による催告を継続するほか、分割

納入の指導を行うなど、早期完納に向け努力してまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 平成２２年８月２０日

（監査の結果）

住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ６２９，２２２ ２８，７３４，２８３ ２９，３６３，５０５

２０年度 １，８７９，５７６ ２７，６１６，２２９ ２９，４９５，８０５

差引増減 △１，２５０，３５４ １，１１８，０５４ △１３２，３００

（措置の内容）

平成２１年度末時点における住宅貸付損害金（８１名２９，３６３，５０５円）の

退去滞納者に対しては、催告通知等回収に努めた所であるが、結果的

に入金等を得ることが出来なかった。

また、新たに提訴した明渡訴訟により退去した者への住宅貸付損害

金として、１８名４，１５８，７０８円が発生、催告通知等回収に努めている所

であるが、納入がなく、平成２２年度末現在で住宅貸付損害金は、９９名

３３，５２２，２１３円となった。引き続き地方局と連携しながら収入確保に努

めるとともに、より一層の収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２３年３月１１日

（監査の結果）

軽費老人ホーム事務費補助金について、法第１９９条第５項の規定に

よる監査を実施したところ、次の事項が認められた。

社会福祉法人寿山会及び社会福祉法人回生会に対する平成２０年度及

び２１年度における補助金について、交付額は事務費実支出額又は事務

費基準額から事務費本人徴収額を控除して算出するところ、入所者の

対象収入による階層区分を誤って認定したことにより事務費本人徴収

額を過小に算定していたため、計８８９，０００円の補助金が過大に交付さ

れていた。補助金の交付に係る審査を適正に行われたい。

（措置の内容）

両法人における収入階層区分の認定を再調査した結果、社会福祉法

人寿山会で２名、社会福祉法人回生会で１名の認定誤りがあり、合計

８８９，０００円の補助金が過大に交付されていたことを確認した。補助金

額を再確定して、超過した交付額全額の返還を求め、社会福祉法人寿

山会から平成２３年２月２１日、社会福祉法人回生会から平成２３年３月１

日に納入された。

認定誤りの原因は、施設において収入階層区分の認定を行う際に、

領収書や関係帳票と照合作業が不十分であったと認められたため、平

成２３年度からは、書面審査に加え、年度途中で各施設での実地審査を

行うことにより、補助金の適正な執行に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 産 業 経 済 部 平成２２年７月２２日、
平成２２年７月２３日

（監査の結果）

１ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１３年度 １者 ３，９６５，０００

２ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

愛 媛 県 報平成２３年９月２７日 第２３０５号

７８８



調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１６年度 １者 ９７，０１６

（措置の内容）

１ Ａ社の違約金については、平成１５年２月７日、同社が破産宣告を受

けたため、平成１５年２月２５日に「債権届出書」を松山地方裁判所に提

出した。

その後、破産者の資産（油圧ショベル４台）を占有する別の債権者

と破産管財人との間で、資産の所有権を巡り係争となり、二審で当該

債権者が破産管財人側に２５０万円を支払うことで、平成１９年３月に和

解した。

この結果、２５０万円の収納を受けて平成１９年９月２０日破産管財人か

ら配当措置が行われたが、破産管財人報酬、国税への配当等が優先さ

れ、違約金債権への配当はなかった。

平成１９年１０月１７日に破産手続の廃止が決定し、同年１０月２３日に法人

登記簿が閉鎖された。

今後も、未収債権の縮減に向けた全庁的な取組みの下、平成２３年４

月に作成された愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理

を行いたい。

２ Ｂ社の契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息については、平成

１７年３月２３日に調定し、納入通知書を郵送したが、代表者が所在不明

のため返送された。以降も所在不明となっている。

しかし、商業登記簿、代表者住民票には、現在も変動はない。

会社及び代表者名義の土地や建物は、全て抵当権者に抵当権を行使

され、競売されたため残っていない。

会社が存続していることから、今後も、未収債権の縮減に向けた全

庁的な取組みの下、平成２３年４月に作成された愛媛県債権管理マニュ

アルに基づき、債権回収に努めていきたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 建 設 部 平成２２年７月２３日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １５，０４５，９００ ４７，６７６，１３０ ６２，７２２，０３０

２０年度 １９，５４７，７００ ４２，２９１，５８０ ６１，８３９，２８０

差引増減 △ ４，５０１，８００ ５，３８４，５５０ ８８２，７５０

２ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１３年度
及び
１９年度

３者 １，０６０，９４６

３ 損害弁償金について、条例の規定がないにもかかわらず延滞金を徴

収していたので、適切な徴収及び債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 ６３３，０００

４ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度
及び
２１年度

２者 ５５，０８７

５ 県営住宅の家賃について、電算システムへの入力誤りによる入居者

に対する誤請求があったので、再発防止策を検討し、適切な処理に万

全を期されたい。

６ 港湾局部改良工事（松局・可浮改第１６号の２）において、別途発注

工事に支給する工事材料を購入していたが、発注計画、現場等諸条件

に配慮しつつも、実態に即した間接工事費を計上するなど、より一層

の経済性に留意して設計積算されたい。

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料については、平成２１年度末時点で６２，７２２，０３０円の収

入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出し、

訪問等を行い納付指導に努めた結果、３，６４８，９４０円減少し、平成２２年

度末現在の収入未済額は、５９，０７３，０９０円となった。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越分の回収に努めたい。

２ 平成１３年度違約金の納入義務者であるＣ社は、平成１５年２月７日に

松山地方裁判所から破産宣告を受け、破産手続中であったが、平成１９

年７月１１日、破産管財人から同地方裁判所へ「任務終了の計算報告書」

の提出があった。債権回収できたものは、管財人報酬及び公租公課に

充当され、一般債権への配当はなかった。

なお、同社は、同年１０月１７日に破産廃止決定確定、同２３日付けで破

産廃止決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖された。

平成１９年度違約金の納入義務者のうちＤ社は、平成２０年３月３日に

破産手続開始となったが、平成２１年２月４日、債権者集会において破

産管財人から「債権回収できたものは、管財人報酬及び抵当権者の債

権等に充当し、余剰なし」との説明があった。

なお、同社は、同年３月５日に破産手続廃止の決定確定、同６日付

けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉

鎖された。

もう一方の納入義務者であるＥ社は、平成１９年５月１７日に破産手続

開始となり、平成２１年７月２４日、最後配当６，８０４円があった後、同年

９月３日、債権者集会において破産管財人から任務終了と収支計算の

報告があった。

なお、同社は、同日に破産手続終結、同４日付けで破産手続終結の

登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖された。

今後も、未収債権の縮減に向けた全庁的な取組みの下、平成２３年４

月に作成された愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理

を行いたい。

３ 平成２１年６月から平成２２年７月までに納付された延滞金１４万円につ

いて、損害弁償金に充当済み。毎月初めに１万５千円を納付するとの

新たな了解をとり、平成２２年１１月から納付を再開している。

４ 平成１９年度延滞利息の納入義務者であるＦ社は、平成２０年３月３日

に破産手続開始となったが、平成２１年２月４日、債権者集会において

破産管財人から「債権回収できたものは、管財人報酬及び抵当権者の

債権等に充当し、余剰なし」との説明があった。

なお、同社は、同年３月５日に破産手続廃止の決定確定、同６日付

けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉

鎖された。

平成２１年度延滞利息の納入義務者であるＧ社は、平成２１年８月３１日

に代表者等役員が行方不明となったが、その後も商業登記簿や代表者

の住民票は異動がなく、所在が不明のままの状況である。

今後も、未収債権の縮減に向けた全庁的な取組みの下、平成２３年４

月に作成された愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理

を行いたい。

５ 県営住宅家賃の算定誤りについては、愛媛県県営住宅家賃算定マニュ

アル（平成２２年６月７日施行）に基づき、収入申告書に係る審査を複

数職員によるダブルチェック体制で行うとともに、県営住宅管理シス

テムへの入力についても入力結果の確認を別の職員が行うなど二重の

チェック体制で行うことにより再発防止を図っている。

６ 今後とも、発注計画、現場等諸条件に配慮し、設計・積算基準に則

り、適正な設計積算に努めてまいりたい。

愛 媛 県 報平成２３年９月２７日 第２３０５号

７８９
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�公表第２６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年９月２７日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

�������
�公表第２７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年９月２７日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２２年７月３０日、
平成２２年８月５日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額

の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １７８，３７２，３５７ ３４８，０６５，５２６ ５２６，４３７，８８３

２０年度 ２０８，７１９，７４９ ３０９，０４５，８５４ ５１７，７６５，６０３

差引増減 △３０，３４７，３９２ ３９，０１９，６７２ ８，６７２，２８０

（措置の内容）

滞納となったものについては、滞納整理方針及び数値目標に基づき

計画的な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化月間の設定、夜間・

休日の電話催告、差押えの早期着手と換価処分の促進、局独自の文書

催告などを実施し、滞納整理に努力した結果、平成２２年度に繰越した

未収入金５２６，４３７，８８３円が平成２３年３月３１日現在で３５５，９９２，２９０円に減

少した。

平成２２年度課税分については、自動車税納期内納付キャンペーン

（啓発活動、コンビニ収納の実施等）や口座振替の推進、広報等によ

る啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたほか、平成２２年度か

ら個人県民税の徴収確保対策として「個人県民税徴収確保１０，０００人プ

ロジェクト」に取り組んだ結果、出納閉鎖時の未収金は１４２，７７８，４０８

円となり、前年度に比べて３５，５９３，９４９円減少した。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 大 洲 土 木 事 務 所 平成２２年７月３０日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、収入未済額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ ５５８，２００ ５５８，２００

２０年度 ０ ５５８，２００ ５５８，２００

差引増減 ０ ０ ０

２ 違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切な債権管理が

望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２０年度 １者 ４６，７２５

３ 契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息（工事請負契約に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２０年度 １者 ７，３７７

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料の滞納については、日頃から督促状の送付、電話、

個別訪問等により、収入確保に努めているところである。

滞納者は１名で既に法的措置により退去している。

県営住宅を退去した者に係る家賃滞納については、平成２０年１０月か

ら、民間会社に収納事務を委託している。

２ 一般債権として請求していたが、一般債権への配当が見込めなくなっ

たことから、担当弁護士から平成２２年１２月１日に破産手続廃止の申立

が行われ、同１６日に破産手続廃止が決定、平成２３年１月２１日に確定し

た。

今後も債権管理に努めたい。

３ 破産申立手続が開始され次第、一般債権として請求手続をとること

としている。

担当弁護士に対し、手続の時期を確認したところ、裁判所に提出す

る関係書類は受理されたが、少し時間がかかるとのことであり、手続

開始時期は未定である。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 児 童 相 談 所 平成２２年５月１２日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 １，１６３，８４０ １０，０９９，７１８ １１，２６３，５５８
平成２１年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

２０年度 １，００３，３９０ １０，３９０，００８ １１，３９３，３９８

差引増減 １６０，４５０ △２９０，２９０ △１２９，８４０

（措置の内容）

収入未済額については、督促状、電話催告、戸別訪問を実施し、収

入未済額の縮減に努めている。なお、今後発生する負担金について

は、面接やケース訪問時を利用し、期限内納入の啓発に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２１年１２月３１
日現在

平成２２年度への
繰越額（平成２１
年度末現在）

平成２２年１２月３１
日現在

平成２１年度分 １，１６３，８４０ １，７０３，８９０ １，６８３，４３０

滞納繰越分 １０，０９９，７１８ ８，４５８，３９８ ７，５１５，６９８

計 � １１，２６３，５５８ １０，１６２，２８８ ９，１９９，１２８

平成２２年度分� ― ― ９５８，１３０

合計（�＋�） １１，２６３，５５８ １０，１６２，２８８ １０，１５７，２５８

愛 媛 県 報平成２３年９月２７日 第２３０５号
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同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

�愛媛県選挙管理委員会告示第５９号
平成２２年１１月２８日執行の愛媛県知事選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

平成２３年９月２７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成２２年１１月２８日執行 愛媛県知事選挙

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額） ３２，５９７，１００円

３ 報告書の要旨

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２２年８月２５日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減に、より一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ２５，８５１，０００ １９，６６８，０００ ４５，５１９，０００

２０年度 １８，３８０，０００ １３，５７４，０００ ３１，９５４，０００

差引増減 ７，４７１，０００ ６，０９４，０００ １３，５６５，０００

（措置の内容）

奨学資金貸付金の償還については、奨学生の新規採用時及び貸与終

了時に、学校長を通じ奨学金制度の趣旨や社会人になってからの奨

学金返還義務等を指導するとともに、卒業後も、新たに返還を開始

する者全員に対し、納入通知書発行に先立ち、文書により納入期限

の厳守を指導している。

また、督促・返還指導等を業務とする「奨学生指導員」（非常勤嘱

託２名）と係員が連携し、未納者本人等に対する訪問や電話による

返還指導の強化、長期未納者に対する指導方法の検討会開催などに

より収入未済額の縮減に努めている。

結果、滞納繰越分は、平成２１年度末現在の未収額４５，５１９，０００円につ

いて、平成２２年度に１８，０６７，６００円を収納し、平成２３年３月末現在で

は２７，４５１，４００円となった。

しかし、平成１７年度に旧育英会の高校奨学金事業が県に移管された

ことから、この移管分の返還開始に伴う返還者の増大などにより、

平成２２年度新たに４０１件３０，８８２，０００円の未収金が発生したため、平成

２２年度末現在の収入未済額は５８，３３３，４００円となった。

今後は、更にきめ細かな返還指導を徹底し、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に努めたい。

選挙管理委員会告示

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 平成２２年８月２３日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の縮減に、より一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ５４，７８４，３５１ ２８２，６９７，４０５ ３３７，４８１，７５６

２０年度 ４９，７８８，４６７ ２３５，７６９，８９７ ２８５，５５８，３６４

差引増減 ４，９９５，８８４ ４６，９２７，５０８ ５１，９２３，３９２

（措置の内容）

平成２２年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還

金については、１２６，０２７，１８８円の調定額に対し、収納額７０，７３１，６９７円

（収納率５６．１２％）であり、収納率は前年度比で０．４％の増となった。

滞納繰越分は、平成２１年度末現在の未収額３３７，４８１，７５６円について、

平成２２年度に５，６８１，０８８円を収納し、平成２３年３月末現在では３３１，２２８，２０９

円となったが、平成２２年度に新たに５５，２２９，２２６円の未収入金が発生

したことから、平成２２年度末の収入未済額は３８６，４５７，４３５円となって

いる。

償還金の未納額に対しては、督促状の発行や通知文に未納額を記載

することにより納入を促すとともに、県担当者が直接、奨学生本人や

保護者と定期的に面談するなどして返還指導を実施している。

今後は、督促状等の送付に加えて、あらかじめ未納状況を通知する

ことにより返還意識を高めたり、これまで年２回の納入通知書の発

行時期に合わせて行っていた長期滞納者との面談を、年間を通して

きめ細かく実施するなどの工夫を行い、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に一層努めたい。

候 補 者 氏 名 小 松 正 幸 所 属 党 派 無 所 属 平成２２年９月２８日から １
期 間 第２回分

３
平成２３年１月１３日まで ４出納責任者氏名 泉 英 二

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ３，２８６，５００円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ９６０，６１５

菊 地 暁 子 無 職 １１０，０００円 選挙事務所費 ９６０，６１５
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周 盈 汝 無 職 ２０，０００ 集合会場費 ０

秋 本 勇 会 社 員 ２０，０００ 通信費 ２９１，８１８

杉 野 幸 子 無 職 ７０，０００ 交通費 ２４４，４３１

西 原 真 弓 無 職 ５８，０００ 印刷費 ２，５３６，１９４

前 田 淳 子 無 職 ６０，０００ 広告費 ３，５９６，１８５

大 門 和 宏 無 職 １２０，０００ 文具費 ５９，５２９

白 石 由香里 無 職 ２０，０００ 食糧費 １６２，６９６

福 島 忠 雄 無 職 １００，０００ 休泊費 ０

福 島 律 子 無 職 １００，０００ 雑 費 ５０６，４６２

穂 積 多恵子 無 職 １００，０００

林 静 韻 無 職 ２０，０００

青 野 陽 子 無 職 １５，０００

藤 本 富 子 無 職 ６４，０００

佐 田 千 尋 無 職 １１，０００

大 橋 恵 子 無 職 ３１，０００

土 居 園 江 無 職 １２，０００

奥 定 瑞 恵 無 職 ４０，０００

入 舩 洋 子 無 職 ２１，０００

大 森 恵 子 無 職 １３，０００

泉 京 子 無 職 ３８，０００

白 川 百合子 無 職 １２，０００

川 淵 美 香 無 職 １４，０００

渡 邉 牧 子 無 職 １２，０００

建 川 愛 子 無 職 ３０，０００

陳 佳 慧 無 職 ２０，０００

遠 山 礼 子 無 職 １８，０００

豊 田 由紀子 無 職 ２２，０００

こまつ正幸後援会 １，０００，０００

泉 英 二 無 職 １，５００，０００

その他の寄附 ２８件 １５４，３２０

その他の収入 ７，８１９，１１０

今 回 計 １，６４４，４３０ 今 回 計 １１，６４４，４３０

総 計 １，６４４，４３０ 総 計 １１，６４４，４３０

項 目 金 額

支出のうち公費負担相当額 ビラの作成 ８２９，４００円

ポスターの作成 １，３０６，９３４円

計 ２，１３６，３３４円

報告書受理年 月 日

２２ １２ １３

平成２２年１２月２０日

２３ １ ７

２３ １ １９

１

第 ２ 回 報 告 分

３

４
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候 補 者 氏 名 田 中 克 彦 所 属 党 派 日 本 共 産 党 平成２２年１１月１日から
期 間 第１回分

平成２２年１１月２６日まで出納責任者氏名 中 尾 暁 子

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １５０，０００円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ２４０，０００

日本共産党東予地区委員会 ９０，０００円 選挙事務所費 ２４０，０００

日本共産党愛媛県委員会 ２，５００，４５０ 集合会場費 ０

通信費 ０

交通費 ２，１７０

印刷費 ６１７，６００

広告費 ８２，８５０

文具費 ０

食糧費 ０

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 １００，４００

その他の収入 ０ 雑 費 ０

今 回 計 ２，５９０，４５０ 今 回 計 １，１９３，０２０

総 計 ２，５９０，４５０ 総 計 １，１９３，０２０

項 目 金 額

支出のうち公費負担相当額 ビラの作成 ０円

ポスターの作成 ０円

計 ０円

報告書受理年 月 日 平成２２年１２月１０日 第 １ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 中 村 時 広 所 属 党 派 無 所 属 平成２２年１１月１日から １

期 間 第 回分

平成２３年３月２９日まで ２出納責任者氏名 仙 波 静 子

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，１７３，０００円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ５２５，３３０

ドラフト・ポリシィー２１ １，０００，０００円 選挙事務所費 ４１０，９００

笑顔えひめの会 １，９００，０００ 集合会場費 １１４，４３０

寺 尾 義 人 学 生 ６８，０００ 通信費 ０

仙 波 重 樹 会社役員 ６８，０００ 交通費 １３０，８１０

大 塚 武 志 会社役員 ６８，０００ 印刷費 ２，０９３，９００

竹 村 宗 範 会社役員 ６８，０００ 広告費 １，１８３，５６２

竹 村 良 香 学 生 ６８，０００ 文具費 ０

中 野 景 二 自 営 業 ６８，０００ 食糧費 １４６，９４１

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 １３９，７２１

その他の収入 ５，０００，０００ 雑 費 ４３，２８９

今 回 計 ８，３０８，０００ 今 回 計 ５，４３６，５５３
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総 計 ８，３０８，０００ 総 計 ５，４３６，５５３

項 目 金 額

支出のうち公費負担相当額 ビラの作成 ８２９，４００円

ポスターの作成 １，０５９，５００円

計 １，８８８，９００円

報告書受理年 月 日

２２ １２ １３

平成 年 月 日

２３ ９ １３

１

第 回 報 告 分

２

平成２３年９月２７日 発行

愛 媛 県 報平成２３年９月２７日 第２３０５号

７９４


